
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

別添１

町広報及び町ホームページ、議会説明
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構成団体名

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 5,831

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

3.1

基 本 方 針

内　　　容

　平成１７年度から５カ年間の上湧別町集中改革プランを踏まえ、同
プランを着実に実施する計画とするとともに、同プランの趣旨にのっ
とり後退しない取り組みとなるよう、歳出の抑制及び歳入の確保の数
値目標を設定し、本町の財政の健全化を図る。

上湧別町財政健全化計画

平成１９年度～平成２３年度

上湧別町集中改革プラン（Ｈ１７～Ｈ２１）

財政健全化計画（旧上湧別町）.xls



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

0公営企業金融公庫資金 0 0 0

9旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

23

0.0 3.1 0.2 3.3

0 9 0繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
0 19 4繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

9,114

23,643

合　　計

0

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 9,114 0

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 0 19,374 4,269

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高) 合　　計

小　　　計　　　　 (A)
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普
通
会
計
債

小　　　計　　　　 (B)

義務教育施設整備事業債

公営住宅建設事業債

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

0

0

19,374

19,374

0

4,269

2,233

21,410

23,643

2,233

2,036
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年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

0 9,114 0 9,114
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Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①公債費負担の適正化

課 題 ②人件費の抑制

課 題 ③自主財源確保対策

課 題 ④行政管理経費の抑制

課 題 ⑤単独事業の見直し

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　別紙のとおり

市町村合併は平成15年12月に上湧別町、湧別町、佐呂間町の三町により
法定協議会を設立し協議を進めたが平成17年3月に協議が破綻したとこ
ろである。行財政改革が図られる市町村合併については、現在の新法の
期限を視野に近隣町村と協議を進めているところである。

行政責任分野、経費負担のあり方、行政効果などの観点から見直し、必
要最小限に抑制する必要がある。

人口減や少子高齢化に加え、三位一体の改革の進展とともに国の補助金
や地方交付税の縮減が見込まれる厳しい財政状況の中で、快適に安心し
て暮らし続けることができるまちづくりを進めるため、より一層の自主
財源の確保が必要である。

地方税収入が歳入額構成比10.5％と類似団体の23.8％を大きく下回り、
そのため地方交付税の比率が48.7％と類似団体の37.6％を上回ってい
る。地方交付税が縮減されている現況を鑑みれば、人件費の抑制は必要
不可欠となっている。

地域活性化対策、施設の老朽化、福祉行政の充実等のため、大型建設事
業を実施し、平成１７年度に公債費のピークを向かえ、歳出構成比で
20.6％を占めている。類似団体では15.5％とその比較でも顕著である。
このため、今後は普通建設事業を精査し、繰り延べや平準化を行い、公
債費の抑制を図っていかなければならない。

消耗品、施設維持管理費などの物件費については、全庁的な見直しによ
りどんな小さなことでも経費削減につながるよう実施する。



別紙　財務上の特徴

人口等（国調）の推移
Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17

人口 6,852 6,511 6,163 5,841 -670 -10.3 -1,011 -17.3
世帯数 2,275 2,340 2,292 2,335 -5 -0.2 60 2.6
就業人口 3,594 3,436 3,103 2,843 -593 -17.3 -751 -26.4
　第一次産業 848 680 607 560 -120 -17.6 -288 -51.4
　第二次産業 1,174 1,123 970 856 -267 -23.8 -318 -37.1
　第三次産業 1,572 1,633 1,526 1,427 -206 -12.6 -145 -10.2
65歳以上 1,300 1,492 1,700 1,797 305 20.4 497 27.7
65歳率 19.0 22.9 27.6 30.8

一次産業構成比 23.6 19.8 19.6 19.7
二次産業構成比 32.7 32.7 31.3 30.1
三次産業構成比 43.7 47.5 49.2 50.2

Ｈ17対Ｈ2

本町は、平成１７年国勢調査で、人口５，８４１人、世帯数２，３３５世帯となっており、就業人口は２，８４３
人で産業別比率は第一次産業１９．７％、第二次産業３０．１％、第三次産業５０．２％となっている。
人口は、昭和３０年の１１，３５４人から減少の一途をたどっている。６５歳以上の高齢者人口は１，７９７人
で３０．８％と高い高齢者比率となっており、過疎化と高齢化が進んでいる。
１０年前の平成７年と比較しても、世帯数は横ばいであるが、人口は６７０人減で１０．３％の減少。就業人
口も５９３人減で１７．３％の減少。一方、高齢者は３０５人増え２０．４％の増加となっている。

　本町一般会計における平成１７年度決算額で類似団体平均と比較してみると、歳入面では、地方税の
構成比が10.5％（類似団体平均23.8％）と大きく下回っており、そのため地方交付税は48.7％（類似団体
平均37.6％）と高い構成比となっており、財政構造上の大きな特徴となっている。町税は、税源移譲、定率
減税の廃止等により増額があるものの、建設業を中心に法人町民税が落ち込んでおり、農産物の出来
不出来により農業所得も年によって変動する状況となっている。

Ｈ17対Ｈ7
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平成１７年度一般会計決算における類似団体比較

人口一人当り決算額 構成比 人口一人当り決算額 構成比 決算額 構成比増減

（歳入）
地 方 税 74,395 10.5% 121,719 23.8% -47,324 -13.3%
譲 与 税 ・ 交 付 金 40,865 5.8% 29,456 5.8% 11,409 0.0%
地 方 交 付 税 345,739 48.7% 192,640 37.6% 153,099 11.1%
国 ・ 道 支 出 金 49,209 6.9% 53,066 10.4% -3,857 -3.4%
地 方 債 53,201 7.5% 44,786 8.7% 8,415 -1.2%
そ の 他 146,395 20.6% 70,597 13.8% 75,798 6.8%
歳 入 合 計 709,804 100.0% 512,264 100.0% 197,540
（歳出）
人 件 費 124,578 17.9% 107,901 21.9% 16,677 -4.0%
扶 助 費 32,191 4.6% 26,277 5.3% 5,914 -0.7%
公 債 費 143,315 20.6% 76,262 15.5% 67,053 5.1%
物 件 費 78,048 11.2% 62,763 12.7% 15,285 -1.5%
補 助 費 等 88,519 12.7% 63,824 13.0% 24,695 -0.2%
普通建設事業費 70,207 10.1% 68,130 13.8% 2,077 -3.7%
繰 出 金 56,330 8.1% 53,240 10.8% 3,090 -2.7%
そ の 他 の 歳 出 102,080 14.7% 34,181 6.9% 67,899 7.7%
歳 出 合 計 695,268 100.0% 492,578 100.0% 202,690
歳入合計－歳出合計 14,536 19,686 -5,150
平成17年度では基金間積替えに伴う繰入金と積立金(368百万円）歳入歳出それぞれに特殊事情がある。

歳出面では、公債費の占める割合が高くなっているが、他は概ね下回っている状況である。地方交付税
が大きく縮減された平成１５年度の予算編成時から人件費の削減（役職加算の凍結）や補助金の一律削
減、旅費の見直しを行い、その後も行政管理経費の見直しを実施したところである。
公債費は、平成１０年度から平成１３年度にかけ、統合保育所・児童センター（借入額342百万円）、温泉
施設（同481百万円、ケアハウス（同375百万円）と大型建設事業を行ったため、平成１７年度が公債費の
ピークとなっているが、今後は減少する見込みとなっている。

区　　　　　分
上湧別町 類似団体 比　　　　較

義務的経費の推移
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財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率
人口一人当り
地方債残高

ラスパイレス指数
人口千人当り
職員数

上湧別町 0.22 87.5 13.0 1,085,266 96.1 12.6

類似団体 0.42 85.8 14.5 627,020 92.2 12.1

　各種財政指標を類似団体と比較すると、財政力指数はここ数年微増しているが、類似団体平均を下
回っており財政基盤が弱く地方交付税への依存度が高い。
　経常収支比率は公債費の増加により上回っている。
　実質公債費比率は下回っているが現在整備中の下水道事業に伴う繰出しにより今後上昇が見込まれ
る。
　地方債残高は平成１５年度から平成１６年度に実施した中学校改築事業等により約４５０千円上回って
いるが、今後は減少する見込みである。
　ラスパイレス指数は平成１５年度からの期末勤勉手当役職加算の全面凍結を行うなどしているが平均
を３．９ポイント上回っている。
　人口千人当りの職員数は平均を０．５人上回っているが、集中改革プランに基づき職員減を図ってい
る。
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Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） （決算見込）

地方税 424 409 404 431 432 446 442 429 426 422

地方譲与税 188 198 219 223 236 196 196 196 196 196

地方特例交付金 15 15 15 14 11 3 3 3 2 2

地方交付税 2,301 2,002 1,903 2,004 1,954 1,954 1,887 1,816 1,853 1,776

小計（一般財源計） 2,928 2,624 2,541 2,672 2,633 2,599 2,528 2,444 2,477 2,396

分担金・負担金 49 45 24 13 25 41 58 35 35 35

使用料・手数料 187 195 191 187 176 170 174 174 174 174

国庫支出金 141 309 409 139 115 254 180 761 161 161

うち普通建設事業に係るもの 46 194 301 29 11 7 65 646 46 46

都道府県支出金 184 219 170 146 165 179 102 100 100 100

うち普通建設事業に係るもの 57 83 63 42 66 39 2 0 0 0

財産収入 53 51 48 33 33 38 33 37 36 36

寄附金 8 8 2 5 4 2 2 2 2 2

繰入金 315 76 395 395 3 119 82 29 55 79

繰越金 136 111 79 64 84 89 40 40 40 40

諸収入 115 120 220 151 105 86 86 86 86 86

うち特別会計からの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地方債 442 668 629 308 216 539 483 814 120 120

特別区財政調整交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,558 4,426 4,708 4,113 3,559 4,116 3,768 4,522 3,286 3,229

人件費　　　　　　　ａ 831 767 757 722 666 691 640 642 642 634

うち職員給 538 497 485 462 433 420 412 415 415 407

物件費　　　　　　　ｂ 545 480 475 452 465 510 461 457 454 451

維持補修費　　　　　ｃ 55 129 78 63 88 65 65 65 65 65

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 1,431 1,376 1,310 1,237 1,219 1,266 1,166 1,164 1,161 1,150

扶助費 130 185 193 187 182 208 209 210 211 212

補助費等 547 531 517 513 497 556 619 570 570 561

うち公営企業(法適)に対するもの 0 0 0 0 2 30 30 30 30 30

普通建設事業費 1,175 991 1,170 407 320 665 555 1,415 207 207

うち補助事業費 495 594 611 69 109 70 164 1,307 107 107

うち単独事業費 680 397 559 338 211 595 391 108 100 100

災害復旧事業費 1 0 6 0 37 190 0 0 0 0

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 661 641 701 830 786 785 765 700 672 644

うち元金償還分 511 504 569 710 675 683 673 617 597 575

積立金 185 280 325 438 6 9 9 9 9 9

貸付金 44 43 103 78 46 31 31 31 31 31

うち特別会計への貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰出金 251 283 302 326 347 366 374 383 385 375

うち公営企業(法非適)に対するもの 71 74 85 122 141 149 157 166 168 158

その他 22 17 17 13 30 0 0 0 0 0

4,447 4,347 4,644 4,029 3,470 4,076 3,728 4,482 3,246 3,189

　【財政指標等】

平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） （決算見込）

形式収支 111 79 64 84 89 40 40 40 40 40

実質収支 61 76 61 84 76 40 40 40 40 40

標準財政規模 2,725 2,417 2,360 2,489 2,462 2,492 2,450 2,390 2,400 2,320

財政力指数 0.188 0.2 0.213 0.222 0.227 0.228 0.228 0.228 0.228 0.228

実質赤字比率　　　(％) － － － － － － － － － －

経常収支比率　　　(％) 79.8 80 87.5 87.5 87.5 87.5 87.1 86 85 83

実質公債費比率    (％) － － － 13 15.7 16.2 15.9 15.4 15 14.6

地方債現在高 6,467 6,631 6,691 6,289 5,831 5,687 5,497 5,694 5,217 4,762

積立金現在高 2,200 2,403 2,384 2,427 2,433 2,317 2,238 2,212 2,164 2,092

財政調整基金 461 647 910 603 604 605 606 607 608 609

減債基金 750 763 765 819 820 737 676 668 637 582

その他特定目的基金 989 993 709 1,005 1,009 975 956 937 919 901

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

課題②の人件費抑制を図るため、平成１５年度から職員及び議会議員の期末手当への役職加算は適用していない（凍結）。平成１８
年度から収入役を廃止するとともに、町長等特別職の給料を減額し人件費の抑制を図っている。
また、平成１８年度から非常勤特別職の報酬を平均５％削減するとともに、各種審議会等の定員を見直し、平成１９年５月からは議
員定数を４名削減。各種ボランティア制度の導入を検討していく。

課題②の人件費抑制を図るため、平成１２年からの行政改革大綱により、退職者不補充等により職員数の純減してきたところであ
る。
平成１６～１７年度に団塊世代の退職者が集中し、以後は定年退職者該当者は見込まれず、大きな変動がない限り、集中改革プラン
に示す目標数値に推移する。（課題②）

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

平成１９年１月１日より国に準じた形で給与構造の見直しを実施している。（課題②）
但し、地域手当については、当町に該当しないため、支給実態は無い。

◇　技能労務職員の給与のあり方

本町の技能労務職員数は、①バス運転事業及び除雪事業の民間委託化、②当該職員退職者の不補充、③行政職部門への配置転換等が
進められた結果、最大時の半数以下となっており、給与水準も年齢に比して低く制限され、民間の同一職種との均衡は保たれている
ところである。尚、今後においても、上記に掲げた３つの基本的な施策等を基調とし、当該職員数及び給与レベルが適正に運用され
る方針を平成２０年３月までに策定し、広報等の媒体を活用し住民に公表する。（課題②）

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

勧奨退職制度による実績として、平成１６年度には２名、平成１７年度には１名、平成１９年度については１名が、それぞれ５７歳
時に退職（予定）しており、この分の人員の補充は制限していることから、端的に少なく見積もっても１千万円×４人×３年－(退
職手当追加負担金＝約２千万円）＝約１億円の人件費が純減されている。このように、当該制度は人件費抑制及び削減を考える上で
は最も有用な施策の一つであり、確実に実効があるものと考えている。
なお、本町においては、集中改革プランに基づき、定員の適正化に努めているところであり、プランの定員管理の進捗状況及び財政
効果等を踏まえた上で、当該制度の廃止に向けた見直しを行う。（課題②）

◇　福利厚生事業のあり方
市町村共済組合及び福祉協会への事業主負担は、他の加入団体との整合をもって、以後適正化を図る。それ以外の公費負担による福
利厚生事業は、既に精査されたところである。

既に行政改革大綱に基づき、単年度予算編成時に消耗品の削減、臨時職員の削減、旅費の見直し、通信運搬費の抑制、公用車の削
減、施設維持管理費の削減などの徹底した見直しを行ってきているが、更なる消耗品の削減、旅費の抑制や地域集会施設の自主管理
運営を推進するなど、数値目標今後５年間で２％の削減を図り、課題④に取り組む。
計画前５年度改善額102万円（Ｈ13：567万円－Ｈ18：465万円）、計画改善額9百万円（Ｈ18：465百万円×2％）

指定管理者制度は、現在特別養護老人ホームとデイサービス、温泉施設「ちゅーりっぷの湯」において実施しているが、更なる有効
な制度活用を町民の視点から検討し、積極的に導入を推進する。（課題④）

○　給与のあり方

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

これまでも、滞納者への督促状及び催告状の発送、電話による督促、収納対策会議の開催による滞納者の実情の把握、新たな滞納者
の把握、収納対策についても税、保育料、上下水道料等の担当者協議、臨戸徴収、個別訪問による納税相談及び指導、町広報による
納税啓発等に取り組んだきたが、課題③の自主財源を確保するためにも、住民の自主納付意欲の向上や口座振替の利用を促進し、コ
ンビニエンスストアでの収納導入を検討し、納めやすい環境づくりを図るとともに、公平公正の観点から差押え及び各種行政サービ
スを制限するなどを検討し一層の滞納整理事務を強化し、徴収率の向上に努める。
また、町有財産全般について将来にわたる活用の可能性も含め検討し、売却、賃貸、転用するなど有効活用を促進する。

町が出資する、㈱上湧別振興公社と㈱上湧別町温泉振興公社は現在は健全な運営がなされており町からの財政負担はないが、引き続
き健全な運営に努められるよう公社と連携していく。なお、温泉施設については指定管理者制度導入を検討する。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 町広報及び町ホームページで「上湧別町人事行政の運営等の状況」を公表している。

◇　財政情報の開示
町広報及び町ホームページで「予算の概要、 決算・地方債・基金残高の推移、各種財政指標の推移、バランスシート・行政コスト
計算書、総合的な財政状況の開示、市町村財政比較分析表」を公表している。

平成１３年度から町バランスシート及び行政コスト計算書を作成し公表している。地方行革新指針に基づく「基準モデル」又は「総
務省改訂モデル」を活用して整備を実施に向け検討する。

課題④の観点からも事務事業についてその有効性について費用対効果、行政サービス等の面から、客観的な指標で評価する行政評価
システムの導入を住民が参画して実施できるよう検討する。

平成１７年度が公債費のピークとなっており、今後は普通建設事業費の抑制により新規地方債発行を抑制し、課題①の公債費負担の
適正化を図り、経常収支比率、実質公債費比率等の抑制を図る。

既に、平成１４年度から各種団体補助金を住民の理解のもと段階的削減の実施や、友好交流事業の廃止、芸術文化事業の湧別町との
共催による効率化を図っているが、これまでのように行政が全ての公共サービスを提供するという考え方を見直し、住民と行政が一
層の連携を図り、互いの英知や努力を集結し、行政責任分野・経費負担のあり方を行政効果等の観点から見直し、上湧別厚生病院
（一般病院）の無床診療所化への転換による運営補助の削減、自治会の再編・統合の検討や政策補助の期限設定など必要最小限に抑
制し、課題⑤を推進する。

課題③の自主財源確保のため、受益者負担の原則に基づき、公共施設の使用料について見直しを行うとともに、減免規定の見直しを
進める。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　公債費負担の適正化

８　単独事業の見直し

９　使用料の見直し

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

84 80 80 73 73 72 73 73 72 72

-4 -4 0 -7 0 -15 -1 1 0 -1 0 -1

職員数のうち一般行政職員数 78 74 74 68 68 67 68 68 67 67

増減数 -2 -4 0 -6 0 -12 -1 1 0 -1 0 -1

職員数のうち教育職員数 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

増減数 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0

職員数のうち警察職員数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

増減数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

職員数のうち消防職員数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

増減数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

職員数のうち技能労務職員数 5 5 5 4 3 3 3 3 3 3

増減数 -2 0 0 -1 -1 -4 0 0 0 0 0 0

－ － － 13 15.7 16.2 15.9 15.4 15 14.6

2.7 2.7 0.5 -0.3 -0.5 -0.4 -0.4 -1.1

6,467 6,631 6,691 6,289 5,831 5,687 5,497 5,694 5,217 4,762

-77 164 60 -402 -458 -713 -144 -190 197 -477 -455 -1,069

538 497 485 462 433 420 412 415 415 407

12 44 76 84 145 361 146 150 147 147 155 745

228 208 203 201 179 167 167 166 166 166

0 24 24 24 39 111 40 40 41 41 41 203

182 169 172 170 159 159 163 163 163 163

19 19 27 27 27 119 27 31 31 31 31 151

13 12 13 5 4 0 0 4 3 3

13 12 13 5 4 47 0 0 4 3 3 10

545 480 475 452 465 510 461 457 454 451

102 9

547 531 517 513 497 556 619 570 570 561

96 0 0 49 49 58 156

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 836 1,274

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 3.3
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費（職員数増減に伴うもの）

改善額

②

③

⑤

④

１　公債費負担の適正化（地方債発行の抑制等）

２　人件費の抑制

課　題 取 組 及 び 目 標

新規地方債発行の抑制し、公債費の健全化を図る

期末手当役職加算の不適用の継続、特別勤務手当の全廃、特別職給料の減額、純減及び勧奨による職員数の減

３　自主財源確保対策 使用料の見直し、遊休未利用地の売却、税収納率の向上

４　行政管理経費の抑制 物件費２％の削減

実質公債費比率

増減

課　題

増減

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

人件費(職員数増減以外のもの)

改善額

自主財源確保（使用料）

改善額

行政管理経費（物件費）

改善額

計画前５年間改善額　合計

単独事業の見直し（補助費等）

改善額

５　単独事業の見直し 町単独による団体補助金・政策補助金の削減

③
自主財源確保（土地建物売払）

改善額

地方債現在高

②


